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流通とＳＣ・私の視点 

2013年 12月 14日 
 

Ｉ Ｓaw Ａll Ａmerica（その 255）!! 

― ＳＣの多様化とコンビニエンスセンター ― 
 
アメリカのＳＣの2012年度の実態は次の通りです(ＩＣＳＣ調査)。 

ＳＣのタイプ  基準賃貸面積  
ＳＣ数  賃貸面積  

ＳＣ数  ％  面積（㎡） ％  
ＳＲＳＣ  74,400 ㎡以上  685  0.6  7,810 万  11.3  
ＲＳＣ  37,200～74,400 ㎡  830  0.7  4,492 万  6.5  
ＣＳＣ   9,300～32,550 ㎡  9,459  8.4  17,209 万  24.9  
ＮＳＣ   2,790～13,950 ㎡  32,151  28.6  21,494 万  31.1  

パワーセンター  23,250～55,800 ㎡  2,020  1.8  7,671 万  11.1  
ライフスタイルセンター  13,950～46,500 ㎡  393  0.4  1,175 万  1.7  
テーマ・フェスティバルセンター  7,440～23,250 ㎡  452  0.4  276 万  0.4  
ア ウ ト レ ッ ト セ ン タ ー   4,650～37,200 ㎡  336  0.3  691 万  1.0  
コンビニエンスセンター  2,790㎡以下  65,840  58.7  8,224万  11.9  
エ ア ポ ー ト セ ン タ ー   6,975～23,250 ㎡  88  0.1  138 万  0.2  

合   計  －  112,254  100.0  69,111 万  100.0  

アメリカのＳＣは、日本のＳＣ数3,096ＳＣ(2012年末・ＪＣＳＣ調査)に対し、112,254ＳＣと36.3倍、

人口はアメリカが日本の2.4倍であるため、実質的には15.1倍存在しています。このアメリカのＳＣの中で、

一番数が多いのが「コンビニエンスセンター」(超小型のＳＣ)です。アメリカにおけるコンビニエンスセン

ターの実態は次の通りです。 
 算   式 

Ｓ Ｃ 数 65,840ＳＣ － 

全ＳＣに占める割合 
Ｓ  Ｃ  数 58.7％ 65,840ＳＣ÷112,254ＳＣ 
賃 貸 面 積 11.9％ 8,224万㎡÷69,111万㎡ 

１ＳＣ当たり賃貸面積 1,249㎡ 8,224万㎡÷65,840ＳＣ 
ＩＣＳＣ定義の賃貸面積 2,790㎡  
成立基礎マーケット 1.5万～２万人  
１ＳＣ当たり支持人口 4,695人 ３億914万人÷65,840ＳＣ 

日本ＳＣ協会の定義するＳＣは、賃貸面積が1,500㎡以上であることから、アメリカのコンビニエンスセ
ンター(コンパクトＳＣ)の多くは日本ではＳＣと呼ばれないものですが、いずれにしても大量のコンビニエ
ンスストアが日本にも存在することは事実です。 
一方、アメリカには1,515ＳＣのＳＲＳＣやＲＳＣが存在し、その賃貸面積は12,302万㎡(全ＳＣの17.8％)
を占めています。アメリカは商店街が 1950 年～1990 年代に郊外化現象の中でのＳＣの大量出店と商店街の
ノウハウ不足により崩壊しました。日本は三大都市圏における非車社会(徒歩・自転車・鉄道・バス社会)の
中で、商店街はまだ生き残っていますが長期低落化の道を歩み、三大都市圏以外の中・小都市の商店街は事
実上アメリカ並みに崩壊しています。 
流通理論で言うと、商圏は大商圏と小商圏に二極化し、中商圏は長期低落化の道を歩みます。ＲＳＣやＳ
ＲＳＣやテーマ・フェスティバルセンターやアウトレットセンターのような大商圏とＮＳＣの小商圏にＳＣ
は２極化するわけですが、ＳＣ業界にはさらに「超小商圏商圏」の「コンビニエンスセンター」が存在して
います。アメリカでは１マイル圏(1.6㎞)、日本では500ｍ圏の「10分圏」(日本は徒歩・自転車で10分圏、
アメリカは車で10分圏)に多頻度(ただし一番多頻度はＮＳＣ)かつ便宜性(ついで買いマーケット)が日常生
活を営む中で必要となります。すなわち、ミニスーパー(コンビニエンスストア)やドラッグストアや日常性
利便型テナントやファーマーズフードやサービステナント、ＡＴＭ、ガソリンスタンド、クリニック、簡易
スポーツジム等からなるコンパクトＳＣがコンビニエンスセンターです。ＮＳＣの成立基礎マーケット(１つ
の業態が成立するためのマーケット規模)は３万～５万人ですが、コンビニエンスセンターはその半分の1.5
万～２万人です。このコンビニエンスセンターは本来、アメリカの商店街や零細小売業が果たしていた役割
のＳＣであり、地域内生活者にとって必要なＳＣ業態です。わが国も、商店街や零細小売業が店主の高齢化・
後継者が存在しないため、農業と同じ道を歩んでいます。そのため、超小商圏を対象とするコンビニエンス
センター(半径500ｍを商圏とする賃貸面積500～1,500㎡のコンパクトＳＣ)が、今後の有望ＳＣ業態です(六
車流：流通とマーケティング理論)。 
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